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令和５年度社会保障・税番号制度運用支援業務 
企画提案募集要領 

 

 本募集要領は，社会保障・税番号制度運用支援業務を委託するに当たり，提案能力に優

れた者を公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により選定するため

の手続等に関し必要な事項を定めるものである。 

 

１ 業務の概要 

（１）委託業務名 

  令和５年度社会保障・税番号制度運用支援業務（以下「本業務」という。） 

（２）業務の目的 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号）（以下，「番号法」という。）」の導入の一環として，平成２９年７

月に情報連携が開始されたが，法改正等が毎年実施される見込みであり，宮城県（以下「発

注者」という。）としても関係システムの開発・改修・テスト，条例の改正，特定個人情

報保護評価（以下「PIA」という。）及び業務フローの見直しなど様々な対応を行う必要

がある。また，情報連携の本格運用より一定期間経過しているが，適切な業務運用のさら

なる浸透を推進するためには，研修や内部監査等を実施する必要がある。 

さらに，令和３年度に番号法改正法が公布され，国家資格に関する事務等においてマイ  

ナンバーの利用等が可能とされ，今後マイナンバー取扱事務が拡大する見込みであるほ

か，令和７年度末が期限とされているシステム標準化・共通化を見据えた対応が必要にな

ることから，庁内外含め関係機関への制度やシステムに対する指導及び支援しなければ

ならない。 

本業務では，番号制度の運用に関する必要な業務（以下「各業務」という。）への支援  

及び宮城県内の市町村に対する支援を行うもの。 

（３）業務内容 

別紙「令和５年度社会保障・税番号制度運用支援業務委託仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）のとおり。 

（４）委託期間 

契約締結日から令和６年３月２２日（金）まで 

（５）実施場所 

宮城県内 

（６）事業費（委託上限額） 

  １４,１７６,０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 
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２ 応募資格 

本調達は，本業務を２名以上の構成員で組織される企業，団体等，または，共同連帯して

受託する２者以上の構成員で結成された共同事業体（以下「共同事業体」という。）による

プロポーザルとする。 

なお，共同事業体の結成は自主結成とし，この場合は５（１）に示す「共同事業体協定書」

（様式第２号）を参考に協定を締結すること。 

また，本企画提案に参加しようとする者は，下記の要件（１）から（９）のすべてを満た

し，かつ，共同事業体については（１０）を満たす者でなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこ

と。 

（２）本事業の募集開始時から企画提案提出時までの全ての期間において，県の「物品調

達等に係る競争入札の参加資格制限要領（平成９年１１月１日施行）」に掲げる資格

制限の要件に該当しないこと。 

（３）宮城県税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

（４）宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）別表各号に規定する

措置要件に該当しないこと。 

（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしている

者若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第３３条第１項に規定する再

生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てをしている

者若しくは更生手続開始の申立てがされている者（同法第４１条第１項に規定する更

生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（７）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定するもの。）

に該当しない者であること。 

（８）宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定するもの。）に

該当しない者であること。 

（９）委託業務を的確に遂行する能力を有すること。 

（１０）共同事業体にあっては，次のいずれにも該当すること。 

  イ すべての構成員が（１）から（９）までの要件を満たしていること。 

  ロ 構成員が，他の企業連合の構成員として，又は単独により本企画提案に参加してい

ないこと。 

 

３ 企画提案に関する質問及び回答 

（１）質問方法 

質問がある場合は，質問票（別紙様式６）に必要事項を記入の上，件名を「令和５年度  

社会保障・税番号制度運用支援業務に関する質問」とし，電子メールにより提出すること。 
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なお，口頭及び電話による質問については応じない。 

   【質問提出先】 宮城県企画部デジタルみやぎ推進課地域情報化推進班 

           メールアドレス：johob@pref.miyagi.lg.jp 

（２）質問受付期限 

  令和５年２月２４日（金）午後５時まで（必着） 

  （本企画提案の募集開始から随時受付） 

（３）最終回答日 

  令和５年３月１日（水）※質問への回答は随時 HP で更新します。 

（４）回答方法 

企画部デジタルみやぎ推進課のホームページへ随時掲載する。ただし，質問又は回答の   

内容が特定の質問者の具体的な提案事項に密接に関わる場合は，当該質問者にのみ電子

メールで回答する。また，質問の内容によっては回答しないことがある。 

  ＵＲＬ：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jyoho/bangou-unyoushien.html 

 

４ 企画提案書の内容 

別紙「仕様書」のとおり。 

 

５ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

本企画提案に参加する者は次の書類を電子媒体でメール等により提出すること。押印

が必要な書類は，押印のうえ写しをＰＤＦ形式で提出すること。押印した原本はヒアリン

グの際に提出を求めるので，それまで保管すること。 

  イ 参加申込書等 

（※）は共同事業体の場合のみ必要 

（イ）様式第１号 参加申込書 

（ロ）様式第２号 共同事業体届出書（※） 

（ハ）様式第３号 共同事業体合協定書（※） 

（ニ）様式第４号 委任状（※） 

代表構成員以外の構成員から代表構成員への委任 

（ホ）様式第５号 委任状（※） 

構成員が支店等である場合の代表者から支店長等への委任 

  ロ 企画提案書  

   原本１部，副本１部。 

なお，副本については，原本から会社名，ロゴ等を除いたデータとし，原則 PDF 形

式とする。 
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  ハ 提案概要書 

   県側で提供するＥｘｃｅｌ形式のファイルを使用して作成すること。 

  ニ 業務経費の積算書 １部 

代表者印を押印すること。 

   なお，本企画提案に係る消費税及び地方消費税の税率は１０％とする。 

ホ 物品調達等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成９年宮城県告示第 

１２７５号）第４条第２項の規定に基づき交付される物品調達等に係る競争入札参

加業者登録書。物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登録されていない者に

ついては，登記事項証明書。 

（２）提出期限 

  令和５年３月１３日（月）午前１０時まで 

なお，提出は，土曜日及び日曜日，国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く午前  

９時から午後５時までとし，期限までに提出がない場合は，参加の意思がないものとみな  

す。 

（３）提出先 

  宮城県企画部デジタルみやぎ推進課地域情報化推進班 

  電子メールアドレス：johob@pref.miyagi.lg.jp 

（４）提出方法 

電子メール等により提出すること。なお，ファイルが重くて送信できない場合は事務局  

まで御連絡願います。 

（５）規格等 

  イ 企画提案書は，任意様式でＡ４サイズ両面横書きとする。 

    なお，ページ数の制限はないが，簡潔で分かりやすいものとすること。 

  ロ 企画提案書には，表紙を付け，法人等名，担当者の氏名及び連絡先（電話番号，電

子メールアドレス）を記載すること。また，ページ番号を付し，表紙の後に目次を入

れること。 

  ハ 提案概要書は，県側で提供する様式でＡ４サイズ横書きとする。 

  ニ 添付書類は，必要最低限とし，企画提案書との関連を分かりやすく表示すること。 

  ホ カラー印刷も可とする。 

  

６ 受注者の選定及び契約 

（１）ヒアリングの実施 

   企画提案書の受領後，提案内容の確認等を行うため，県が設置する選定委員会におい

てヒアリング（プレゼンテーション及び質疑応答）を実施する。日時及び場所等につい

ては，正式決定後，後日通知する。 

   なお，応募者が３者を超えた場合はヒアリングに先立ち書類審査（一次審査）を実施

mailto:johob@pref.miyagi.lg.jp
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し，上位３者をヒアリング対象とする。対象外となった者にはヒアリング日前に通知す

る。 

（２）審査及び選定 

  イ ヒアリング実施後，企画提案書及び見積書を審査の上評価を行い，第一位の者を契

約候補者として選定する。評価は，別紙「提案概要書」に示した内容を基本に行う。 

    なお，仕様書の内容を満たさない企画提案書及び委託上限額を超える金額の見積

書については，評価の対象としない。 

ロ １応募者当たりの持ち時間は３０分以内（提案説明２０分以内，質疑応答１０分

以内）とし，県が指示した時間から順次，個別に行うものとする。 

ハ 事前に提出された書類に基づいてプレゼンテーションを行うこと。当日の新たな

資料配付については，企画提案の差し替えや変更は認めない。但し，補足説明の範

囲を超えないものに限り認める。その場合は９部持参すること。 

ニ プレゼンテーションの会場には県がプロジェクタとパソコンを用意するので，パ

ソコンや資料等を用いて，企画提案を分かりやすく説明すること。パソコンの持ち

込みを認める。 

ホ 出席者は１応募者につき３名以内とする。 

  ヘ プレゼンテーションは，応募者が３者以内の場合でも実施する。 

  ト ヒアリングは状況により，Web 会議システム等で行う場合がある。その場合は，

対象者へ通知する。 

（３）審査結果の通知 

   審査結果は，個別に通知する。また，契約候補者名は３（４）に示すホームページ上

で公表する。 

   なお，審査結果に関する質問には回答しない。 

（４）仕様の決定 

   審査結果の通知後，県と契約候補者が協働して仕様を調整し，決定する。 

（５）見積合わせ 

   仕様の決定後，見積合わせを行う。日時及び場所等については後日通知する。 

（６）契約 

   見積結果の通知後，速やかに契約手続を開始し，契約を締結する。 

（７）その他 

  イ 何らかの理由により，契約候補者として選定した者と契約を締結できない場合は，

企画提案書の評価が第二位以下の者と契約手続を開始することがある。 

  ロ （３）の審査結果通知とは別に，入札結果等の公表要領（平成２０年４月１日施行）

に基づき，見積合わせの結果及び選定結果表を公表する。 
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７ 失格事由 

次のいずれかに該当する場合は，企画提案を無効とする。 

（１）故意に選定委員会の委員に接触する等審査の公平性に影響を与える行為があった

場合。 

（２）提出書類に記載されている文字の判読が困難である場合又は文意が不明である場

合。 

（３）本募集要領等に反する場合。 

（４）同一の団体等が，２件以上の企画提案書を提出した場合。 

（５）その他応募者として適切でない行為をしたと選定委員会が判断した場合。 

 

８ スケジュール 

企画提案の募集開始 令和５年２月１３日（月） 

質問受付 令和５年２月１３日（月）から 

令和５年２月２４日（金）まで 

質問への回答 令和５年３月１日（水）までに随時回答 

企画提案書提出期限 令和５年３月１３日（月）午前１０時必着 

企画提案書のプレゼンテーション審査 令和５年３月２０日（月） 

審査結果の通知 令和５年３月下旬※予定 

契約の締結 令和５年３月下旬※予定 

業務開始 令和５年４月１日（土）から 

委託契約終了 令和６年３月２２日（金）まで 

 

９ その他留意事項 

（１）企画提案書提出後に辞退する場合は，事前に連絡の上，書面により辞退届を提出する

こと。 

（２）企画提案書等の提出書類は返却しない。 

（３）企画提案書提出後は，原則として提案内容等の変更はできない。 

（４）本企画提案に要する経費は全て提案者の負担とする。 

（５）本募集要領に記載のない事項については，県の指示によること。 

（６）業務の委託に際して，選定された企画提案の内容がそのまま仕様書になるとは限らず，

仕様書は契約候補者と県が協議の上作成するものとする。 

（７）企画提案書等の提出書類は，情報公開条例その他の法令に基づき，開示する場合があ

る。 

（８）本調達に係る業務委託は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び同法施行令に

基づき条例で定めた長期継続契約対象業務として，予算成立前に入札・契約に関する事

務処理を進めているものである。そのため，本件に係る予算が不成立となったときは，
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見積合わせを中止することがある。 


